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地公部会が人事院勧告を踏まえた地公給与決定に
関して総務省交渉を実施（8/21）

公務員連絡会地公部会は、８月21日10時から、2009人事院勧告を受けた地方公務員給与決定の取扱いに関して総務省交渉を行った。地公部会からは藤川事務局長をはじめ、幹事クラスが参加。総務省からは原給与能率推進室長、下瀬定員給与調査官、島田課長補佐、三橋公務員課課長補佐らが出席した。
はじめに、藤川事務局長が「８月20日の公務員連絡会との交渉で、総務省人事・恩給局次長が、給与勧告について近々に結論を得ることもあり得る、と回答があった。例年では閣議決定の日に総務省は何らかの通知を出してきたが、仮に来週前半にも閣議決定した場合、どうするのか」と質したのに対して、原室長は、「例年より早く、場合によっては来週にも給与関係閣僚会議を開き、人事院勧告の取扱いを決定する可能性があると聞いている。いずれにしても、例年にならって閣議決定の同日に、地方団体においてどのように対応すべきか留意点を示した次官通知を出すことを考えている」と答えた。
そこで、地公部会は、７月24日の申入れを踏まえて、以下のとおり総務省の考えを質した。
１　独自の給与削減措置が行われている自治体は、減額措置後の給与に基づく公民較差を基本とすべきではないか。
２　人事院は、地域別官民給与比較の結果を示したが、この件に関わる総務省の考え方を問う。
３　自宅に係る住居手当に関しては、地方公務員の住宅の実情を踏まえ、各自治体に対して「一律的に廃止をすべき」といった対応を行うべきではない。事務次官通知ではどのような「助言」を行う予定なのか。
４　臨時・非常勤職員の処遇改善、安定雇用に関わって、人事委員会として必要な対応を行うこと。特に、人事院は、非常勤職員の休暇及び健康診断の改善、そして日々雇用の非常勤職員の任用・勤務形態の見直しに言及した。今後、国の動向を踏まえ、必要な対応を行うことを求める。
５　労働基準法の改正に対応した時間外勤務手当の割増率の引上げ、代替休付与などが勧告された。総務省はどのような対応を行うのか。
　これに対し、総務省からは以下のとおり回答があった。
１　自治体における給与削減措置は、労使による交渉も経て、首長または議会の判断によって実施されるもの。人事委員会の勧告にあたり、実施されている削減措置は考慮すべき要素ではなく、本来の水準を示すという人事委員会の役割からすれば、公民比較の対象は、あくまでも削減前の給与水準とすべきものである。
２　給与構造改革後初めて地域ブロック別の官民較差が示されたところであり、各人事委員会の数字と人事院のブロックごとの数字とが比較されることから、各人事委員会に対しては、いっそうの説明責任が求められることを助言したい。
３　自宅に係る住居手当については、実態として国家公務員に比べて地方公務員の支給対象者が多いことは承知しているが、人事院は自宅に係る住居手当の廃止を勧告した。地方公務員の給与制度は国の制度を基本とすべきであり、国において廃止になる場合は、地方団体においても廃止を基本とした見直しを行うことを助言したい。
４　健康診断については、地方公務員は労働安全衛生法、同施行規則が適用され、「常時使用される労働者」に該当する場合、１年以内ごとに１回健康診断を行わなければならないこととされており、そのことを本年４月24日の通知でも示している。忌引き休暇の対象や日々雇用の制度の見直し等のご意見については、国と地方の臨時・非常勤職員は任用に係る制度と運用の実態が異なり、全て同じ制度が適用されるということではないが、国の動向も注視したい。
５　非現業の地方公務員への労働基準法の適用については、60時間を超える時間外労働にかかわる代替休暇は適用除外とされているが、人事院の勧告を踏まえ、この適用除外をはずす地方公務員法改正を行う予定。
　この回答に対して、地公部会から、さらに次のように総務省の見解を質した。
(1) 本来の水準を示すのが人事委員会の役割だというなら、人事委員会は特例カットを元に戻しなさいと言うべきではないか。総務省としてそのように助言するのか。
(2) 地域によっては、民間の一時帰休・休業の実施割合が非常に高い場合もある。公平・公正な公民比較となるよう一時帰休・休業の影響も十分に考慮することが必要。
(3) 自宅に係る住居手当は、人事院も国の実情を踏まえての勧告としている。国においては官舎を基本とした住宅政策であり、この点、自治体と違うだけでなく多くの民間企業とも異なっており、公民均衡の理屈からも納得できない。国の実情は地方の実情に当てはまらないことから、自治体が扱いに困っている。
(4) 労働基準法が300人未満事業所に当分の間適用しないとしている問題については、どうか。
　これに対し、総務省は次のとおり回答した。
(1）独自の給与削減措置を元に戻すべきと言うかどうかは各人事委員会の判断であるが、本来の給与と民間との較差を示すのが人事委員会の役割と考えている。
(2) 民間の実情も含めて、様々な事情を踏まえて、人事院は平成15年に廃止の方向性を示し、財形持家個人融資の実績等も踏まえ、今回廃止するという勧告である。国で廃止されたときに、同じ公務として国民からどう見えるかということを考えれば、地方においても、廃止を基本として見直しを行ってほしい。
(3)300人未満の取扱いは、国の法制化の動向を踏まえて検討したい。
最後に、地公部会は、「住居手当についてはじゅうぶん納得できる説明ではないが、廃止を基本とした見直しとは、われわれの主張や各自治体における較差の実情などを踏まえたものと理解する。その他の項目については引き続きわれわれとの協議をお願いしたい」と要請して、当日の交渉を終了した。
地方公務員部会は、持ち家に係る住居手当の廃止について、総務省に対して、国が廃止された場合であっても、地方公務員の住宅の実情を踏まえ各自治体の判断が尊重されるよう対応することを求めてきた。同日の交渉で、「一律的に廃止をすべき」といった対応をするのか、と資したところ、総務省は、「実態として国家公務員に比べて地方公務員の支給対象者が多いことを承知している」と述べた上、「廃止を基本とした見直しを行うことを助言したい」という回答をした。このように、「一律的に廃止をすべき」といった強い姿勢ではない回答となった理由には、次のようなことが考えられる 

①　国の官民較差863円には、自宅に係る住居手当を廃止分△209円が含まれており、地方公務員の場合、国家公務員より支給対象者が多く、また、国家公務員以上の支給額となっている自治体も多くあること。よって、持ち家に係る住居手当をすべて廃止した時、多くの自治体では△209円を大きく上回る深刻な影響を与え、原資配分上、国とは相当異なる取扱いをする必要があること。
　（例）約4割の職員が月2,500円の自宅に係る住居手当を支給されているのを廃止した場合、2,500円×40/100=1000円の原資の取扱いを検討する必要がある。
②　持ち家に係る住居手当をすべて廃止した場合、同手当を支給されている職員とそうでない職員との均衡を失することになる。

地方公務員部会は、８月25日の事務次官通知、８月27日の全国人事委員会事務局長会議、28日全国総務部長（局長）会議の内容について情報提供を行う。
また、道本部としては、８月21日の第６回拡大闘争委員会で報告したように、８月25日に09人事院勧告が閣議決定された場合は、今回のような異例な取り扱いに対して全単組・総支部から抗議行動と総務省に対する要請行動を行うこととしている（別途発文）。さらに、閣議決定後においても、衆議院選挙の結果を受けた新たな情勢の下において、自治労本部等と協議を行い、総務省対策を取り組むこととしている。具体的な取り組みについては総選挙後の諸情勢踏まえて改めて整理し、取り組み等を提起する。
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